
北海道の高校づくりについて



(1) 高校配置計画の基本的な考え方
～関係法令と指針、配置計画

2

・関係法令や高校を取り巻く環境の変化を踏まえ、「これからの高校づくりに関する指針」を策定
・上記の指針に基づき、毎年度、「公立高等学校高校配置計画」を策定

公立高等学校の適正配置及び
教職員定数の標準等に関する法律

高校を取り巻く環境の変化

第４条
都道府県は、高等学校の教育の普及及び機会均
等を図るため、その区域内の公立の高等学校の配
置及び規模の適正化に努めなければならない

この場合において、都道府県は、その区域内の私
立の高等学校並びに公立及び私立の中等教育学
校の配置状況を充分に考慮しなければならない

Society5.0時代に向けた 社会の劇的
な変化
中学校卒業者数の大幅な減少
国の高校教育改革の進展
地域創生の観点における
高校への期待の高まり

⇒子どもたちの教育環境の変化への対応
が必要

令和５年３月 「これからの高校づくりに関する指針」改定版を策定



高校配置計画

○学区ごとの「中学校卒業者数の状況」、「欠員の状況」、
「生徒の進路動向」、「学校・学科の配置状況」、
「私立高校の配置状況」、「地域の実情」などを考慮

○地域別検討協議会などで地域の意見を伺いながら検討

○早い段階での進路選択に資するよう、毎年度３年間の
具体的な配置計画と、その後４年間の見通しを公表

※急激な中学校卒業者数の増減や、生徒の進路動向に変動が
生じた場合など → 必要に応じて決定済みの計画の一部を変更



「指針」は、高校配置上の課題などを踏まえ、これからの高校づくりに当たっての基本的な考え方や具体的施策を提示

高校配置上の課題 「指針」における対応
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少子化の進展（中学校卒業者数の推移）

高校の小規模化が進行
第１学年１学級規模の高校数の推移（道立高校）

高校未設置市町村が増加
公立高校未設置市町村の推移

01

02

生徒のニーズに対応できる高校づくり
学校や地域の実情に応じて、総合学科や単位制など
様々なタイプの高校づくりを進める

生徒の修学機会の確保
地理的状況等から再編が困難であり、かつ地元からの
進学率が高い高校を、地域連携校に位置付け、 遠隔
授業の配信などにより教育課程の充実を図る

地域創生の観点に立った教育機能の維持
中学校卒業者数が大幅に減少する中で、一定の圏域に
おいて、将来的に圏域内の高校が担うべき役割や多様な
学習ニーズに応える高校配置の在り方について協議

両面から高校の在り方を検討

(1) 高校配置計画の基本的な考え方
～これからの高校づくりに関する指針

H２０ H２５ H３０ R５ R１０(推計)

52,339 48,015 44,989 41,178 38,037

0２
H２０ H２５ H３０ R５ R7 H20→R7

40 39 48 55 56 16校増加

0３
H２０ H２５ H３０ R５ R7 H20→R7

42 50 54 55 55 13市町村増



基本的な考え方①

高校配置の基本的な考え方
○高校進学希望者数に見合った定員を確保

○中学校卒業者数の増減に適切に対応し、
教育水準の維持向上などを図る観点から、
地域の実情等を考慮しながら定員の調整や
学校の再編整備等を行う

○生徒の多様な学習ニーズなどに対応するため、
学校や地域の実情に応じて、総合学科や単位制
などの多様なタイプの高校づくりを進める



基本的な考え方②
第１学年１学級の高校の取扱い
○５月１日現在の第１学年の在籍者数が２年連続で20人未満

となった場合は、再編整備
○地理的状況から再編が困難であり、かつ地元からの進学率

が高い高校は地域連携校に位置付け、地域の教育資源を積
極的に活用した教育活動を推進するほか、遠隔授業の配信
により教育課程の充実を図る

※地域連携校及び農業・水産・看護・福祉に関する学科を置く高校について
も、第１学年の在籍者数が２年連続20人未満となった場合でも、道教委が
所在市町村と連携して、高校の特色化・魅力化、入学者確保に取り組む集
中取組期間を一定の期間設けて再編整備を留保します。
集中取組期間中において、５月１日現在の第１学年在籍者数が２年連続
10人未満となった場合は再編整備を進めます。



学級定員設定の根拠
公立高等学校の適正配置及び
教職員定数の標準等に関する法律（第６条）

公立の高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下この条
において同じ。）の全日制の課程又は定時制の課程における一学
級の生徒の数は、四十人を標準とする。

ただし、やむを得ない事情がある場合及び高等学校を設置する
都道府県又は市町村の教育委員会が当該都道府県又は市町村に
おける生徒の実態を考慮して特に必要があると認める場合につい
ては、この限りでない。

→ 法律に基づき、配置計画で40人と規定



少人数学級の実施が困難な理由

40人 × 第１学年が３学級
定員３６０人 ・ 教員数25人

40人 × 第１学年が３学級
定員３６０人 ・ 教員数25人

３0人 × 第１学年が４学級
・ 教員数25人

３0人 × 第１学年が４学級
・ 教員数25人

区分 １組 ２組 ３組

１年 40 ４０ ４０

２年 ４０ ４０ ４０

３年 ４０ ４０ ４０

区分 １組 ２組 ３組 ４組

１年 30 30 30 30

２年 30 30 30 30

３年 30 30 30 30

４0人 × 第１学年が４学級
定員４８０人 ・ 教員数３０人

区分 １組 ２組 ３組 ４組

１年 ４０ ４０ ４０ ４０

２年 ４０ ４０ ４０ ４０

３年 ４０ ４０ ４０ ４０

教員
▲５

高校の教員数は定員に基づき算定
↓

同じ第１学年「４学級」でも
定員が減少することで

教員数も減少

教員
同数



中卒者数の推移
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S63のピーク時から
R14までに、
中学校卒業者数は
▲57,653人の減少
する見込み



高校の小規模化

○設置科目数の減少

・４学級規模 ４３科目程度
・３学級規模 ３６科目程度
・２学級規模 ３２科目程度
・１学級規模 ２８科目程度
※全日制普通科単置校の普通教科・科目
の比較。
学校により相違がある。

※学校規模が縮小するに従い、選択科目
が減少する。

○教員配置数の減少
（校長・教頭・教諭・養護教諭）

＜標準法＞
・４学級規模 ３０人
・３学級規模 ２５人
・２学級規模 １８人
・１学級規模 １０人
(※１学級規模については、道独自に

２人加配 10人→12人）
※学級規模が減少するに従い、教員配置数
が減少する。

○部活動の停滞の懸念
・部活動の種類が限定
・サッカー、野球、吹奏楽など
多人数の活動が困難

○切磋琢磨する機会の減少
・同世代の多くの考え方
に触れる機会の減少

・多くの教職員の指導に
よる多様な見方や考え
方を学ぶ機会の減少

高
校
の
小
規
模
化

○生徒一人一人に対する
きめ細かな指導の充実

○地域の教育資源や人材を
活用した教育活動の充実



再編の効果や課題

再編の効果
○多様な生徒と出会い、切磋琢磨する機会が得られる
○生徒のニーズに応える柔軟な教育課程が編成できる
○より多くの教職員から、多様な見方・考え方を学べる
○生徒会活動や部活動が活性化する

再編の課題
○遠距離通学等の経済・精神・肉体的負担が増加する
○学校選択幅の縮小につながる
○地域振興や地域経済への影響が懸念される


